
北陸スポーツ・体育学研究　第 6号　令和 7年 3月 　1

研究資料

スマートフォンのアプリケーションを利用したデジタルピアサポートが 
女性高齢者の歩数に及ぼす影響：日常的に自動車を運転する高齢者に着目して
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Effect of “digital peer support” using smartphone application on the number of steps  
in elderly females: a study focusing on seniors who regularly drove cars
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Abstract
The step count is considered a crucial indicator for maintaining and enhancing health in the elderly. 

However, many seniors do not walk adequately. Using them to support an increase in the number of steps 
might be effective in Japan, where the ownership rate of smartphones is increasing. This study investigated 
the association between “digital peer support” and increasing the number of steps among elderly individuals 
using smartphone application. This study included 20 elderly females who regularly drove cars. They used 
the habituation application “Minchalle” for 28 days, posting photos and messages, inputting their step count, 
and responding to other people’s posts daily. This application is a system that aims to foster new habits by 
forming teams with people who want to acquire new habits and encouraging each other through chat to take 
on the challenge of habituation. The number of steps measured by smartphones was used as the evaluation  
variable and the average number of steps per week as the representative value. Results of repeated-
measures analysis of variance revealed significant differences in the number of steps per week, with the  
number of steps being significantly higher in the third （5,630.8 ± 1,838.3 steps） and fourth weeks （5,731.9 ± 
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Ⅰ．緒言
2024 年 4 月より施行された健康日本 21（第三次）

（以下，「第三次」と略す）では，「全ての国民が健や
かで心豊かに生活できる持続可能な社会の実現」を
ビジョンに掲げ，誰一人取り残さない健康づくりを
推進し，より実効性をもつ取り組みを推進すること
に重点が置かれている（厚生労働省 , 2023）．2013
年度から 2023 年度に実施された健康日本（第二次）

（以下，「第二次」と略す）における反省を活かし，
第三次では，「健康寿命の延伸・健康格差の縮小」，

「個人の行動と健康状態の改善」，「社会環境の質の
向上」，および「ライフコースアプローチを踏まえ
た健康づくり」の 4 つの方向性が示されている．特
に「健康寿命の延伸・健康格差の縮小」は最重要課
題とされており，第二次に比べ「社会環境」の概念
がより大きくなった．つまり，「人々が自然に健康
になれる環境や資源の開発，それらに誰もがアクセ
スできる基盤の整備，社会とのつながりといった社
会環境の質の向上」が求められ，それらが個人の行
動と健康状態の改善を促し，多くの者の健康寿命の
延伸に貢献すると考えられている．

第三次では 51 の目標が掲げられており，身体活
動・運動の項目においては「日常生活における歩数
の増加」，「運動習慣者の増加」，および「運動やス
ポーツを習慣的に行っていない子どもの減少」の 3
つの目標が掲げられている．特に，「歩数および運
動習慣者の増加」に関しては 2000 年度から 2012 年
度に実施された健康日本 21（以下，「第一次」と略す）
からの継続目標とされている．Master et al.（2022）
は，中・高齢者においては歩数が多いほど肥満や胃
食道逆流症などのリスクが低く，1 日 9,000 歩まで
の場合は高血圧症および糖尿病のリスクが低いと報
告していることから，歩数の増加は医療費の削減に
大きく貢献する．第三次における男女の 1 日の歩数
の目標値として，65 歳以上は 6,000 歩，65 歳未満は
8,000 歩とされているが，いずれも約 1,000 歩少ない
状況である．歩数が少ない理由として，生活の利便

化に伴う環境変化が挙げられており，特に交通網が
発達していない地域においては自動車の利用が大き
な要因と考えられている（井原ほか , 2016）．

国民の身体活動促進に向けた 1 つの方策として身
体活動に関するガイドラインや健康づくりのための
身体活動指針が策定されているが，それらに関する
認知や知識を有する者は少ないことが問題視され
ている（田島ほか , 2022）．運動習慣者（1 回 30 分
以上の軽く発汗する運動を週 2 日以上，且つ 1 年
以上継続）の割合は，65 歳以上においては男性が
41.9％，女性が 33.9％，65 歳未満においては男性が
23.5％，女性が 16.9％と報告されていることから（厚
生労働省 , 2023），運動行動に関心の高い者は健康
増進のための身体活動が実施できているが，それが
高くない者については継続できていないと解釈され
る．しかし，金森ほか（2022）は，運動行動の変容
ステージが高くない高齢者に 1 日 30 分以上の歩行
を促すためには，人とのつながりを促進することが
有効と報告している．つまり，地域住民のつながり
を深め，相互に支え合って課題を解決する「ピアサ
ポート」は歩数の増加を達成する上で重要と考えら
れる．

高齢者の健康増進を達成するための「通いの場」
として，厚生労働省は公民館や総合型地域スポー
ツクラブなどでの活動を推奨している（植田ほか , 
2022）が，交通網が発達していない地域の高齢者に
おいては自動車による移動が必要不可欠となってい
る．2017 年以降，自動車事故の加害者にならない
ようにするなどの理由から運転免許証を返納する 75
歳以上は毎年 25 万人以上（最大 35 万人）を記録し
ている（内閣府 , 2023; 内閣府 , 2020）．つまり，運
転免許証を返納した高齢者は移動手段が制限される
ことで生活空間（Life space）が縮小され，歩数の
減少により要介護のリスクが高まることが危惧され
る．一方，近年では高齢者におけるスマートフォン

（以下，「スマホ」と略す）の所持率は高まっており
（モバイル社会研究所 , 2023），スマホによる歩数の

1,897.1 steps） than in the first week （4,712.6 ± 1,732.1 steps）. These findings emphasized that digital peer 
support using smartphone application may increase the step count of elderly females by approximately 1,000 
steps per month.

Key words : Health Japan 21, Longitudinal changes, Precipitation,  
Temperature, Medical Cost Reduction

キーワード：健康日本21，縦断変化，降水量，気温，医療費削減



3デジタルピアサポートが高齢者の歩数に及ぼす影響

測定精度も高まっている（天笠ほか , 2021）．そのた
め，スマホを利用した健康関連のアプリケーション

（以下，「アプリ」と略す）の開発が進んでいる（Hyodo 
et al., 2023; 三浦ほか , 2016）．杉田・真野（2022）は，
体重・健康・運動管理アプリの利用は，運動習慣や
ロコモティブシンドロームの疾患対策行動と関連が
あると報告している．また，Ma et al.（2018）は，
ゲーム性のあるスマホアプリの利用により歩数は一
時的に増加するものの，利用に対する興味・関心の
消失により，歩数はベースラインに戻ると報告して
いる．以上のことから，スマホのアプリを利用した
デジタルピアサポートは高齢者の歩数の増加に有効
であり，且つ取り組みの継続性も期待される．

福井県は 2023 年における一世帯あたりの自家
用車保有率が日本一である（日本自動車工業会 , 
2023）．県内で人口が 2 番目に多い市であっても，
市民の約 4 割は「自家用車から公共交通への転換は
難しい」と回答しており，「路線・地域バスの増便」
や「公共交通手段相互の乗継環境の改善」を求めて
いる（鯖江市 , 2021）．その他の市町においても同様
あるいはそれ以上の問題が懸念されることから，県
全体として自家用車を所有していなければ日常生活
は困難と解釈される．自家用車の利用可否は生活空
間にも影響することから，それは歩数にも影響する
と考える．本研究では日常的に自動車を運転する福
井県在住の高齢者を対象とし，スマホのアプリを利
用した歩数の増加に関するデジタルピアサポートが
高齢者の歩数に及ぼす影響を検証することを目的と
した．

Ⅱ．方法
1 ．被験者

福井県あわら市在住の女性高齢者 34 名を被験者
とした．なお，あわら市における 2023 年 4 月の人
口は 26,725 人，高齢化率は 34.7％であり，高齢化率
は全国平均値より 5.6％高い（あわら市 , 2023）．本
研究の測定期間は 2023 年 9 月 21 日から 10 月 18 日
までの 4 週間（28 日間）とし，被験者にはスマホの
アプリを通した写真およびメッセージの投稿，なら
びに歩数の報告を毎日実施してもらった．それらを
15 日以上実施できなかった 6 名，および日常生活に
おいて自動車を運転しなかった 4 名は解析から除外
した．また，気象庁（online）は「数時間続いても
降水量が 1 mm に達しないくらいの雨」を小雨と定
義しており，上述の期間においてそれ以上の降水日
と解釈できたのは計 12 日（1 週目：2 日，2 週目：3
日，3 週目：4 日，4 週目：3 日）であった（1 時間

の最大降水量：1.5 mm―19.5 mm，1 日の合計降水量：
4.0 mm―28.5 mm）．降水時は屋外での活動が制限
されることが想定されるため，本研究ではそれらの
データは解析に用いなかった．なお，高齢者の 1 週
間の交通行動を予測するには少なくとも 3 日以上が
必要（稲益ほか , 2024; 久保田ほか , 2009）であるこ
とから，いずれかの週において降水日を除いた歩数
の報告日が 3 日未満であった 4 名も解析から除外し
た．以上のことから，本研究では 20 名（73.3 ± 5.0 歳）
のデータを解析に用いた．事前アンケートによる被
験者の日常の歩数は 3388.9±1620.7 歩であった．

被験者は産学官連携で企画した「健康になれるス
マホ講座」に自ら応募した者であり，それが教育お
よび研究目的で開催されていること，歩く習慣の獲
得・増加を目的としていることを事前に把握してい
た．アプリを十分に活用できない可能性があったた
め，1 時間から 1 時間半のアプリ講座を 2 回実施し，
第 1 回（9 月 19 日と 9 月 20 日のいずれかに参加）
はアプリのダウンロードおよび利用方法の理解，1
週間後に開催した第 2 回（9 月 26 日と 9 月 27 日の
いずれかに参加）はアプリの利用方法の確認とした．
また，第 1 回において全員に研究の内容および趣旨
について十分説明し，書面による同意を得た．なお，
本研究の実施計画は，福井工業大学における人を対
象とする研究倫理審査委員会によって承認されてい
る（人 -2023-05）．

2 ．アプリ
本研究ではエーテンラボ株式会社が開発した習慣

化アプリ「みんチャレ」を利用した．本アプリは新
しい習慣を身に付けたいと考えている最大 5 人で
チームを作り，チャット内で励まし合いながら習慣
化にチャレンジするシステムである．本来はチャレ
ンジしたい習慣（体重管理，食事管理，運動，勉強，
禁煙など）を選択し，自身でチームを新規作成，あ
るいは他のユーザーが作成した自身の目的・目標に
合致するチームを選択するが，本研究では上述の講
座に参加した被験者のみでチームを作成し，歩く習
慣を身に付けることを目的とした．

被験者は外出先の景色やモノの写真，それに関す
るメッセージをチーム内のチャットに 1 日 1 回以上
投稿し，更に就寝前あるいは翌日に本アプリに連携
された別のアプリ（次節参照）に記録された歩数を
報告した（Figure 1）．併せて，その日に利用した
主な交通手段について回答した．また，チーム内の
他の被験者の投稿に対して返答したり，投稿写真に
対して応援・承認ボタンを押したりした（Figure 1）．
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なお，各被験者の取り組みを習慣化させるため，ア
プリ内のキャラクター（AI）がチャット内を盛り上
げるシステムが組み込まれている．

3 ．歩数
天笠ほか（2021）は，スマホで測定した歩数の妥

当性はいくつかの先行研究により保証されていると
述べていることから，本研究では日々の歩数をスマ
ホに内蔵されている加速度センサーの機能を利用し
て評価した．具体的に，iPhone ユーザーにおいては

「ヘルスケア」のアプリを，Android ユーザーにお
いては「Google Fit」のアプリを利用した．つまり，
スマホを携帯していない場合には歩数はカウントさ
れないため，被験者にはその旨を十分に伝え，常に
携帯するよう呼びかけた．評価変数は歩数とし，各
週（第 1 週―第 4 週）における歩数の平均値を代表
値とした．

4 ．統計解析
歩数の変化の検証には対応のある一要因分散分析

を用いた．有意差が認められた場合には Tukey の
HSD 法により多重比較検定を行った．平均値の差
の程度は効果量（g）により評価し，0.5 以上 0.8 未
満を中程度と解釈した．本研究における統計的仮説
検定の有意水準は 5％に設定した．データ処理には
SPSS Statistics for Windows Ver. 28.0（IBM）を用
いた．

Ⅲ．結果
Table 1 は各週における歩数の基礎統計値および

解析結果を示している．各週の平均値を比較した結
果，有意差が認められた．多重比較検定の結果，第
3週および第4週は第1週よりも歩数は有意に多かっ
た．なお，効果量は中程度であった（g = 0.52，0.56）．

Ⅳ．考察
第 1 週から第 3 週および第 4 週にかけて歩数は有

意に増加したが，第 1 週および第 2 週の間に有意差
は認められず，効果量は小さかった（g = 0.47）．ま
た，第 1 週における 5 日間の歩数に顕著な変化は見
られなかったものの，第 2 週の初日に開催した講座

（第 2 回）に参加することで歩数の水準は高まった
（Figure 2）．被験者の多くはスマホの扱いに長けて
おらず，アプリのインストールや文字入力，文章・

Table 1　各週における歩数の基礎統計値および解析結果

15 

1 

表 1 各週における歩数の基礎統計値および解析結果 2 

3 

1st week 2nd week 3rd week 4th week F p Post-hoc 
M 4712.6 5524.6 5630.8 5731.9 

4.08* 0.01 1st < 3rd (g = 0.52) 
1st < 4th (g = 0.56) 

SD 1732.1 1765.2 1838.3 1897.1 
MAX 7789.6 8290.0 9707.3 9140.3 
MIN 1934.4 2235.3 2101.0 2449.7 
*: p < 0.05 

Figure 1　�画面の例（A：グループの選択，B：写真，歩数，およびコメント
の投稿，C：投稿後の画面，D：グループメンバーの投稿に対する
応答）

Figure 2　�第 1 週および第 2 週における歩数の変化
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写真の投稿などに不慣れであった．しかし，第 2 週
以降はそれらの改善に伴いアプリを活用できるよう
になったことから，デジタルピアサポートの効果が
生じたと考えられる．測定開始時からスマホの扱い
に長けていた場合，第 1 週の中盤には歩数は増加し
ていたかもしれない．なお，本結果において歩数が
段階的に増加しなかったことから，歩数が顕著に増
加した後は維持あるいは緩やかな増加になることが
示唆される．

本結果における第 2 週以降の歩数は，第三次で掲
げられている高齢者の目標値（6,000 歩）に近似して
いた．第 1 週から 6,000 歩を超えていた 3 名を除き，
第 2 週以降に歩数がそれを超えたのは過半数（9/17
名）であり，その中の 6 名は第 4 週も 6,000 歩以上
を維持していた．つまり，本研究の被験者の多くは
問題視されていた「歩数が約 1,000 歩少ない」者で
あったものの，デジタルピアサポートへの関わりに
伴い歩数は増加し，健康の維持・増進が達成できる
可能性が高まったと考えられる．併せて，歩数の増
加は医療費の削減にも影響することが期待されてお
り（国土交通省 , 2017），歩数が 1 日 1 歩増加すると
医療費は 0.065 円減少する（柳原ほか , 2023）．本研
究を通して 1 日の歩数は約 1,000 歩増加したことか
ら，これが継続されれば 1 人あたり年間 23,725 円（= 
0.065 円 × 1,000 歩 × 365 日）の医療費削減効果が
期待される．本研究において各被験者が実施したこ
とは，日々の活動下で撮影した写真やそれに関する
メッセージをチャット内に投稿すること，1 日の歩
数を報告すること，他者の投稿に対してリアクショ
ンすることであった．Tsuji et al.（2018）は，運動
やスポーツが盛んな地域に暮らしている高齢者は，
自身が運動・スポーツの活動に参加していなくとも
健康度が高く保たれると報告しており，その理由
として，前述の地域では環境が整備されていること
を挙げている．同様に，アプリの環境下で他者の積
極的な活動を把握することで自身の活動意欲が高ま
り，更に相互に応援・承認し合うことで全体的な歩
数の増加が生じた可能性がある．なお，本研究の実
施期間は 9 月下旬から 10 月中旬までであり，この期
間は第 1 週から第 4 週にかけて測定対象日の平均気
温は段階的に低下していた（第 1 週：23.4 ± 0.4℃ > 
第 2 週：21.2 ± 1.5℃ > 第 3 週：18.7 ± 0.8℃ > 第 4
週：16.6 ± 0.4℃）（F = 52.2，p < 0.05）．福井県に
隣接する県のデータを用いたKimura et al.（2015）は，
健常な高齢者の身体活動量や歩数は冬季が夏季より
も少ないと報告している．本研究は夏季と冬季の比
較ではないものの，気温の低下は各種活動に影響す

ることが推測される．今回のように気温が顕著に低
下していなければ歩数は更に増加したかもしれない．

本研究成果は健康日本 21（第三次）の身体活動・
運動の項目における「日常生活における歩数の増
加」に有益と考える．今後，スマホの所持率は更に
高まることが推測される．スマホを活用した健康の
維持・増進を個々で実施することも重要であるが，
同じ目的や悩みを有した人達とつながることで共に
励まし合える環境が実現でき，歩数や運動習慣者の
増加といった各種目標の達成率は従来よりも高まる
かもしれない．併せて，運動行動の変容ステージが
低い層に対する歩行促進のアプローチは「身体活動
を促す支援」よりも「人とのつながり」の方が有効
であることから（金森ほか , 2022），デジタルピアサ
ポートは運動に対して意欲的ではない高齢者に対し
ても有効と考える．

本研究の被験者は産学官連携で企画した「健康に
なれるスマホ講座」に自ら応募した高齢者であるこ
とから，28 日間の継続者は歩く習慣の獲得・増加に
対して前向きに捉えている者と解釈される．今後は
歩く習慣の獲得・増加に対して意欲的でない高齢者
に着目し，デジタルピアサポートの効果を検証する
必要がある．併せて，本研究ではデジタルピアサポー
トを実施しない比較対照群を設定することができな
かった．よって，歩数が増加した理由はデジタルピ
アサポートよりも「歩数を増加させたい」という被
験者の意志の方が関与していた可能性がある．被験
者の意志の場合，第 1 週の序盤から歩数は増加する
と考えられるが，本件については更なる検証が必要
であろう．また，スマホを常に携帯することには限
界があり，実際の歩数は得られた値よりも多いこと
が推測される．今後はスマートウォッチも併用し，
日々の行動記録なども考慮し，より詳細に検証する
ことが求められる．加えて，本研究では降水日を解
析から除外したものの，降水の時間帯は考慮しなかっ
た．つまり，身体活動が想定される日中においては
降水量が 0 mm であったことも想定される．除外し
た 12 日間の歩数は，第 1 週が 3,972.4 ± 1,715.9 歩，
第 2 週 が 4,628.5 ± 1,785.9 歩， 第 3 週 が 5,009.5 ± 
1,685.4 歩，および第 4 週が 5,032.4 ± 1,744.9 歩であ
り，全体的に約 740 歩（621.3 歩―896.1 歩）少なかっ
た．雨天か否かで各週の歩数は有意に異なるものの，
歩数の変化は同じ（第 1 週 > 第 3 週 , 第 4 週）であっ
たことから，デジタルピアサポートは雨天時にもポ
ジティブな効果をもたらす可能性がある．特に北陸
地方は他の地方よりも雨天日が多い傾向にあること
から，今後は歩行時の天候も加味する必要がある．
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Ⅴ．結語
スマートフォンのアプリケーションを利用した歩

数の増加に関するデジタルピアサポートは，日常的
に自動車を運転する女性高齢者の歩数を 1 ヶ月間で
約 1,000 歩増加させる可能性がある．
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